
Title オープン化時代の製品開発と市場成果に関する時系列調査
Sub Title RD and new product development in Japanese manufactures : a longitudinal survey
Author 濱岡, 豊(Hamaoka, Yutaka)

Publisher
Publication year 2011

Jtitle 科学研究費補助金研究成果報告書 (2010. ) 
JaLC DOI
Abstract 本研究では2007年-2010年の間、日本の上場メーカーを対象として「研究開発についての調査」「

製品開発についての調査」を行ってきた。調査内容としては、日本企業の特徴として指摘されて
きた「組織内での情報共有」「コンカレント開発」といった点と併せて、企業外部を含んだ「オ
ープン・イノベーション(Chesbrough 2004)」「ユーザーイノベーション(von Hippel 1988,
2005)」「共進化マーケティング(濱岡2002, 2004)」などの新しい項目も導入した。二つの調査の
調査項目はともに250項目を越えるが、2007-10年で統計的に有意な変化があったのは、研究開発
については41項目、製品開発については30項目であった。4年連続して回答した企業はともに数社
程度であるが、安定した結果が得られたことは、回答結果は日本のメーカーに共通する特徴であ
るといえる。
一方、変化した項目についてみると、研究開発については、「技術的優位性維持の困難化」, 「子
会社の活用による研究開発の半オープン化」「研究開発におけるリーダーの弱体化」「研究開発
の縮小と困難化」「研究開発の成果の有効性の低下」「自社の技術的・製品開発における強みの
喪失」など極めて苦しい状況にあることがわかった。製品開発についても、「売上などの成長鈍
化」「特許など技術優位性の低下」「社内での公募の減少」「自社の技術的な強みの低下」「開
発プロセスの公式化」「社内での情報共有,
一貫性の後退」「ユーザーとの関係の希薄化」といった問題が進展していることがわかった。

Notes 研究種目 : 基盤研究(C)

研究期間 : 2007～2010

課題番号 : 19530390

研究分野 : マーケティング・製品開発論

科研費の分科・細目 : 経営学･商学(3702)
Genre Research Paper
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=KAKEN_19530390seika

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その権利は著作権法によって
保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic societies, or
publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


 

様式C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成 23 年 6 月 1 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
 本研究では 2007 年-2010 年の間､日本の上場メーカーを対象として｢研究開発についての調
査｣｢製品開発についての調査｣を行ってきた｡調査内容としては､日本企業の特徴として指摘さ

れてきた｢組織内での情報共有｣｢コンカレント開発｣といった点と併せて､企業外部を含んだ｢オ

ープン･イノベーション (Chesbrough 2004) ｣ ｢ユーザーイノベーション (von Hippel 
1988,2005)｣｢共進化マーケティング(濱岡 2002,2004)｣などの新しい項目も導入した｡二つの調
査の調査項目はともに 250項目を越えるが､2007-10年で統計的に有意な変化があったのは､研
究開発については 41項目､製品開発については 30項目であった｡4年連続して回答した企業は
ともに数社程度であるが､安定した結果が得られたことは､回答結果は日本のメーカーに共通す

る特徴であるといえる｡ 
 一方､変化した項目についてみると､研究開発については､｢技術的優位性維持の困難化｣, ｢子
会社の活用による研究開発の半オープン化｣｢研究開発におけるリーダーの弱体化｣｢研究開発の

縮小と困難化｣｢研究開発の成果の有効性の低下｣｢自社の技術的･製品開発における強みの喪失｣

など極めて苦しい状況にあることがわかった。製品開発についても､「売上などの成長鈍化」「特

許など技術優位性の低下」「社内での公募の減少」｢自社の技術的な強みの低下｣｢開発プロセス

の公式化｣｢社内での情報共有,一貫性の後退｣｢ユーザーとの関係の希薄化｣といった問題が進展
していることがわかった｡ 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This study has conducted four wave questionnaire surveys to Japanese manufactures on 
R&D and new product development. Through four years trend test, we found that 41 items 
statistically significantly changed for R&D survey. They indicate that it is getting difficult 
to keep technological competitiveness, semi-open innovation utilizing subsidiaries is 
getting popular, R&D project leaders losing their power, both R&D budget and staff are 
downsizing, and, effectiveness of R&D project is getting worse. For new product 
development survey, 30 items significantly changed. They indicate that patent protection is 
losing its effectiveness; NPD process is formalized, but, they losing culture of sharing 
information within organization. More over, relationship with user is weakened.  
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１．研究開始当初の背景 

 日本企業の研究開発や製品開発について

は､自動車業界を対象とした  Clark and 
Fujimoto(1991),事例調査およびアンケート
によって業種間での比較を行った藤本_安本 
(2000)､顧客志向に注目した川上(2005)など
がある｡これらは主に開発プロセスに注目し

たものである｡一方で､開発された製品の日

本市場における成功については､Edgett et 
al.(1992)の日英での国際比較､Song and 
Parry(1997)のアンケート調査がある｡ 
 これらの研究は､それぞれ開発プロセスお

よび､導入後のマーケティングについて注目

しており､これらを統合した研究は筆者の知

る限り存在しない｡また､調査は､単発で終わ

っており､時系列での比較ができない状況で

ある｡ 
 

２．研究の目的 

 調査を時系列で継続することによって､日

本企業の製品開発および市場におけるパフ

ォーマンスについての基礎的なデータを蓄

積し､その変化の動向を把握することを目的

とする｡ 

 

３．研究の方法 

 郵送法によるアンケート調査を4年間継続

した｡研究開発調査は毎年､500社程度に送付

し､140社程度からの回答を得た｡製品開発調

査については､600社程度に送付し､120社程

度から回答を得た｡ 

 

４．研究成果 

 本研究は製品開発､研究開発についての調

査を経時的に行うことが目的であり､本年度

は2007-9年度同様二つの調査を行った｡ 

 まず､｢研究開発についての調査｣に関して

は､300項目を設定した｡それらのうち､2007

年からの4年間でトレンド変数が有意となっ

たのは41項目であった。4年間ともに回答し

た企業は4社であったにも関わらず，安定し

た結果となったのは，本調査の結果が日本企

業に共通する傾向であることを示唆してい

る。一方､変化した項目からは，｢技術的優位

性維持の困難化｣｢子会社の活用による研究

開発の半オープン化｣｢研究開発におけるリ

ーダーの弱体化｣｢研究開発の縮小と困難化｣

｢研究開発の成果の有効性の低下｣｢自社の技

術的･製品開発における強みの喪失｣｢など研

究開発が極めて苦しい状況にあることがわ

かった。 

 ｢製品開発についての調査｣に関しては､同

様に 250項目中､30項目についてトレンド変

数が有意となった｡変化した項目からは，「売

上などの成長鈍化」「特許など技術優位性の

低下」「社内での公募の減少」｢自社の技術的

な強みの低下｣｢開発プロセスの公式化｣｢社

内での情報共有､一貫性の後退｣｢ユーザーと

の関係の希薄化｣などの問題が重要化してい

ることがわかった。 

 このように､研究開発､製品開発ともに日

本企業は売上の低下や競争の激化､組織内で

のリーダーの弱体化､研究開発や製品開発の

効率や強みの低下といった問題を抱えてい

ることが明らかとなった｡ 

 なお､本年度は､ラディカル･イノベーショ

ンに関する項目も設定した｡自己評価ではあ

るが､半数以上の企業が 3年以内にラディカ

ル･イノベーションを導入したことがある｡

ただし､先端的な技術を導入したものであり､

顧客や競合の不確実性が高いため､必ずしも

成果には結びついていないことがわかった｡ 
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